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表紙

事 業 年 度

（ 第 53 期 ）

２０２３年３月　１日から

２０２４年２月２９日まで

第53期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表、個別注記表

につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（https://www.g-foot.co.jp/）に掲載することにより株主の皆さまに提供して

おります。

第53期定時株主総会招集ご通知に際しての

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項

連結注記表

個別注記表
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連結注記表

連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　１社

連結子会社の名称　株式会社プレステージシューズ

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　　１社

持分法適用の関連会社の名称　イオンスポーツ商品調達株式会社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

棚卸資産

商品

店舗在庫：主として「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に定める売価還元

平均原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

倉庫在庫：主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

－ 1 －
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

経済的耐用年数に基づく定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２～39年

器具備品　　　　　　　２～20年

無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

長期前払費用

期間均等償却

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を

計上しております。

役員業績報酬引当金

　役員に対して支給する業績報酬の支出に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金

額を計上しております。

店舗等閉鎖損失引当金

　事務所の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる解決金等の関連損失見込額を計上

しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

小規模企業等における簡便法の採用

　連結子会社については簡便法を用いております。

－ 2 －
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⑤　収益及び費用の計上基準

　当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

　当社グループは靴及びインポート雑貨等の販売を主な事業とし、商品の引渡時点において顧客が当該商品

に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品の引渡時点で収益を認識して

おります。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品及び値引き等を控除した金額で測定しており

ます。

　取引の対価は履行義務を充足してから商品の引渡時点又は短期間に受領しており、重要な金融要素は含ま

れておりません。

　顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商

品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

　当社グループが運営するポイント制度及び商品券制度に関して、商品の販売に伴い顧客に付与したポイン

ト相当額と発行した（又は発行すると見込まれる）商品券相当額を履行義務として識別し、ポイント及び商

品券の使用時及び失効時に収益を認識しております。

　他社が運営するポイント制度に基づき、顧客への商品販売に伴い発生する付与ポイント相当額について、

取引価格から控除し収益を認識しております。

⑥　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

－ 3 －
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金額※ 店舗固定資産 共用資産

有形固定資産 899

建物及び構築物 387 195 191

機械装置 0 － 0

器具備品 70 10 60

土地 441 － 441

無形固定資産 438

ソフトウエア 405 － 405

その他 32 － 32

投資その他の資産 3,258

長期前払費用 72 21 50

２．会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

　　※連結貸借対照表計上額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法と金額の算出に用いた主要な仮定は以下のとおり

です。

　当社グループの資金生成単位は、各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、資産

のグルーピングを行い、収益性が著しく低下した資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しています。

　固定資産の回収可能価額については、経営者が承認した事業計画に基づく将来キャッシュ・フローや店舗固

有の状況を考慮した前提に基づき算出しているため、当初見込んでいた収益が得られなかった場合や、将来キ

ャッシュ・フロー等の前提条件に変更があった場合、固定資産の減損を実施し、当社グループの業績を悪化さ

せる可能性があります。

　前提条件の重要な要素である新型コロナウイルス感染症の影響に関しては、2024年３月以降、経済活動は外

食・旅行を中心としたサービス消費に持ち直しの動きが見られる一方、コロナ禍を経て変容した消費者ニーズ

や消費行動に加え、資源価格の高騰に伴う食料品・日用品・光熱費の値上がり影響による景気下押し圧力も影

響し、新型コロナウイルス感染症前の業績水準までは回復しないと想定しております。

－ 4 －
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有形固定資産の減価償却累計額 5,043百万円

用途 種類 場所 店舗数

店舗
建物及び構築物、器具備品、長期前払費

用
愛知県豊川市他 18

　このような仮定の中、事業構造改革（不採算店舗の閉鎖・収益の柱であるグリーンボックスの活性化）、Ｍ

Ｄ構造改革（サイズ欠品への対応・店舗別品揃え基準の導入）、組織・コスト改革（人材活用の促進・店舗オ

ペレーションの標準化）の改革を実行することで坪売上高のアップ・客単価のアップにて収益の改善を見込ん

でおります。

　これらの前提のもと、業績不振等を原因として収益性が著しく低下した資産グループについて、52百万円の

減損損失を計上した結果、店舗固定資産残高は227百万円となっております。共用資産（1,182百万円）につい

ては、割引前将来キャッシュ・フローを見積った結果、その総額が固定資産の帳簿価額を上回るため減損損失

を認識しておりません。

　なお、当該見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、翌連結会計年

度以降の収益予測及び営業利益予測の仮定が大きく異なった場合には、翌連結会計年度の減損損失に影響を与

える可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記

４．連結損益計算書に関する注記

(1) 減損損失

当連結会計年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピン

グしております。営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、固定資産帳簿価額を回収できないと判

断した資産グループについて、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額52百万円を減損損失とし

て特別損失に計上いたしました。減損損失の内訳は、建物及び構築物40百万円、器具備品２百万円、長期前払

費用10百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により算定しております。正味売却価額

は、売却時の販売価格を時価としております。使用価値は、将来キャッシュ・フローに基づき算定しておりま

すが、将来キャッシュ・フローが見込めないため、零としております。

(2) 店舗等閉鎖損失引当金繰入額

事務所の閉鎖により合理的に見込まれる解決金等の関連損失見込額を計上しております。

－ 5 －
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株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普　通　株　式 42,572,700株 4,800株 －株 42,577,500株

Ａ種種類株式 50株 －株 －株 50株

合　　　　　計 42,572,750株 4,800株 －株 42,577,550株

普通株式 3,400株

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）普通株式の発行済株式総数の増加4,800株は、新株予約権の行使による増加であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と

なる株式の種類及び数

－ 6 －
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（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額
敷金及び保証金（※３） 3,032 3,015 △16

資産計 3,032 3,015 △16
長期借入金（※４） 1,459 1,477 17

負債計 1,459 1,477 17

（単位：百万円）

区分 当連結会計年度

非上場株式 1

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関、親会社からの借入により資金を調

達しております。

　売掛金、売上預け金、未収入金、敷金及び保証金については、主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高の管理を行い、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握などリスク低減

を図っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（※１）「現金及び預金」、「売掛金」、「売上預け金」、「未収入金」、「支払手形」、「電子記録債務」、

「買掛金」、「短期借入金」、「関係会社短期借入金」及び「未払法人税等」については、現金である

こと、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお

ります。

（※２）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下

のとおりであります。

（※３）敷金及び保証金には、流動資産「その他」（差入保証金）を含めて表示しております。

（※４）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

－ 7 －
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 3,015 － 3,015

資産計 － 3,015 － 3,015

長期借入金 － 1,477 － 1,477

負債計 － 1,477 － 1,477

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価については、契約期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローを対応する

リスクフリー・レートで割り引いた現在価値から貸倒見積高を控除した価額によっており、レベル２の

時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額をリスクフリー・レートに信用リスクを加味した利率

で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 8 －
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(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）

　退職給付債務の期首残高 1,652

　 勤務費用 73

　 利息費用 22

　 数理計算上の差異の発生額 △49

　 退職給付の支払額 △74

　退職給付債務の期末残高 1,624

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 （百万円）

　年金資産の期首残高 1,522

　 期待運用収益 80

　 数理計算上の差異の発生額 85

　 事業主からの拠出額 89

　 退職給付の支払額 △73

　年金資産の期末残高 1,703

７．退職給付に関する注記

1. 採用している退職給付制度の概要

　当社は、親会社であるイオン株式会社及び同社の主要国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金基

金制度並びに確定拠出年金制度及び退職金前払制度を設けております。また、国内連結子会社は、確定給付型

の制度として非積立型の退職一時金制度を設けております。

　なお、国内連結子会社が設けている退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用

を計算しております。

2. 確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む。）

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。

　（注） ｢年金資産の期首残高｣及び｢退職給付の支払額｣並びに｢年金資産の期末残高｣は、当社の親会社であるイ

オン株式会社及び同社の主要な国内関係会社で設立している確定給付型の企業年金基金制度における退職

給付債務の金額の割合に応じて按分計算した金額であります。

－ 9 －
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（百万円）

　積立型制度の退職給付債務 1,556

　年金資産 △1,703

△147

　非積立型制度の退職給付債務 68

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △79

　退職給付に係る負債 68

　退職給付に係る資産 △147

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △79

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 （百万円）

　勤務費用 73

　利息費用 22

　期待運用収益 △80

　数理計算上の差異の費用処理額 28

　確定給付制度に係る退職給付費用 43

（百万円）

　数理計算上の差異 △162

（百万円）

　未認識数理計算上の差異 △107

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

る資産の調整表

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。

(5) 退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次のとおりであります。

(6) 退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は、次のとおりであります。

－ 10 －
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　債 券 36.9％

　株 式 38.4％

　生命保険の一般勘定 7.7％

　その他　（注） 17.0％

　 合 計 100.0％

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

　割引率 1.60％

　長期期待運用収益率 5.29％

(7)年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　（注）その他には、主として現金､オルタナティブ投資が含まれております。

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

（注）なお、上記の他に2021年３月31日を基準日として算定した年齢別昇給指数を使用しております。

3. 確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、82百万円であります。

4. 退職金前払い制度

　退職金前払い制度の要支給額は、３百万円であります。

－ 11 －
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当連結会計年度
（自　2023年３月１日
至　2024年２月29日）

婦人靴 11,122百万円

紳士靴 7,174

スポーツ靴 26,184

子供靴 14,504

その他 5,616

顧客との契約から生じる収益 64,601

その他の収益 －

外部顧客への収益 64,601

８．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、靴及びインポート雑貨等の販売事業の単一セグメントであり、顧客との契約から

生じる収益の内訳は以下のとおりです。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　主な顧客との契約から生じる収益の内容は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項　(4) 会

計方針に関する事項　⑤　収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しております。

－ 12 －
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 277百万円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 255

契約負債(期首残高) 9

契約負債(期末残高) 10

(1) １株当たり純資産額 △229円29銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △41円55銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

　契約負債は、当社グループが運営するポイント制度及び商品券制度に関して、商品の販売に伴い顧

客に付与したポイント相当額と、発行した（又は発行すると見込まれる）商品券相当額を履行義務と

して識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を

行ったものであります。ポイント及び商品券の使用時及び失効時に収益を認識し、契約負債を取り崩

します。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１

年を超える重要な契約がないため、実務上の簡便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客

との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 13 －



2024/04/19 12:14:37 / 23064522_株式会社ジーフット_招集通知

個別注記表

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品

店舗在庫：「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」第四に定める売価還元平均原価

法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

倉庫在庫：移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

経済的耐用年数に基づく定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　２～39年

器具備品　２～20年

無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

長期前払費用

期間均等償却

－ 14 －
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(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計

上しております。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、数理計算上の差異

については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

役員業績報酬引当金

　役員に対して支給する業績報酬の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額

を計上しております。

店舗等閉鎖損失引当金

　事務所の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる解決金等の関連損失見込額を計

上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

　当社は、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

　当社は靴及びインポート雑貨等の販売を主な事業とし、商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支

配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品の引渡時点で収益を認識しております。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品及び値引き等を控除した金額で測定しておりま

す。

　取引の対価は履行義務を充足してから商品の引渡時点又は短期間に受領しており、重要な金融要素は含まれ

ておりません。

　顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品

の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
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金額※ 店舗固定資産 共用資産

有形固定資産 864

建物 355 166 189

構築物 0 － 0

機械装置 0 － 0

器具備品 66 6 60

土地 441 － 441

無形固定資産 437

商標権 0 － 0

ソフトウエア 405 － 405

その他 32 － 32

投資その他の資産 3,258

長期前払費用 72 21 50

　当社が運営するポイント制度に関して、商品の販売に伴い顧客に付与したポイント相当額を履行義務として

識別し、ポイントの使用時及び失効時に収益を認識しております。

　他社が運営するポイント制度に基づき、顧客への商品販売に伴い発生する付与ポイント相当額について、取

引価格から控除し収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

※貸借対照表計上額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記　固定資産の減損　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の

見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,922百万円

短期金銭債権 12百万円

短期金銭債務 6,280百万円

　　関係会社との取引高

営業取引による取引高 17,894百万円

営業取引以外の取引による取引高 13百万円

株式の種類
当事業年度

期首の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普　通　株　式 12,286株 85株 －株 12,371株

３．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く。）

４．損益計算書に関する注記

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の増加85株は、単元未満株式の買取による増加であります。
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繰延税金資産 （百万円）

減価償却超過額 79

減損損失 305

資産除去債務 285

商品評価差額 39

未払事業所税 10

未払事業税 48

未払社会保険料 5

賞与引当金 33

繰越欠損金 9,629

その他 42

繰延税金資産小計 10,478

評価性引当額 △10,458

繰延税金資産合計 20

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 20

繰延税金負債合計 20

繰延税金資産の純額 －

名称等 当社との関係
議決権等の

所有(被所有)割合
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

イオン㈱ 親会社
(被所有)
直接 61.91％
間接  4.95％

資金の借入 5,000
関係会社

短期借入金
5,000

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。
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名称等 当社との関係
議決権等の

所有(被所有)割合
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

イオンスポ
ーツ商品調
達㈱

関連会社
(所有)
直接 50.00％

商品の仕入 17,569 買掛金 6,191

名称等 当社との関係
議決権等の

所有(被所有)割合
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

イオンリテ
ール㈱

親会社の
子会社

－

売上金の預入 － 売上預け金 945

保証金の差入 35
敷金及び保証金 356

保証金の戻入 255

イオンモー
ル㈱

親会社の
子会社

(被所有)
直接  1.22％
(所有)

－

売上金の預入 － 売上預け金 385

保証金の差入 47
敷金及び保証金 1,525

保証金の戻入 310

イオントッ
プバリュ㈱

親会社の
子会社

－ 商品の仕入 4,445

未収入金 59

電子記録債務 704

買掛金 591

(2) 関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

イオンスポーツ商品調達㈱との取引は、一般取引と同様、市場価格に基づき交渉のうえ決定しておりま

す。

(3) 兄弟会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針

イオンリテール㈱、イオンモール㈱及びイオントップバリュ㈱との取引は、一般取引と同様、市場価格に

基づき交渉のうえ決定しております。

８．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　８．収益認識に関する注

記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(1) １株当たり純資産額 △233円28銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △41円98銭

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 20 －
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